様式第１号（第３条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　
令和元年度 ＣＬＴ建築物支援事業費補助金交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　
                                              　　    第　　　号
                                                   　 年　月  日
　愛媛県知事　　　　　　　様
                                         住　所
                                 申請者　名　称
　　　　　　　　　　　　　 　　　　      代表者職･氏名　　　        印
令和元年度においてＣＬＴ建築物支援事業を下記のとおり実施したいので、令和元年度ＣＬＴ建築物支援事業費補助金交付要綱第３条の規定により、補助金　　　円を交付されるよう関係書類を添えて申請します。
記
　
１　事業の目的
２　事業費総括表
（単位：円）

	事 業 区 分
	事業費
	負 担 区 分
	備　考

	
	
	県補助金
	その他
	

	ＣＬＴ建築物

建設支援事業
	
	
	
	

	ＣＬＴ建築物

設計支援事業
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


注（1）「事業費」は、消費税額を含めた額を記載すること
　（2）補助金交付要綱第3条の規定により補助金を減額して申請する場合は、減額した額を備考欄に記入すること

３　事業の計画
　　事業実施要領第２の２に規定する事業計画書を添付すること。
なお、添付書類のうち事業計画承認申請時と変更のないものは省略できる。
４　収支予算書
　(1) 収入の部

                                       （単位：円）
	区　　分
	予　算　額
	摘　　要

	県補助金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


 (2) 支出の部
　　　　　　　　　　　　　　　　                        (単位：円)
	事 業 区 分
	予　算　額
	摘　　要

	ＣＬＴ建築物

建設支援事業
	
	

	ＣＬＴ建築物

設計支援事業
	
	

	計
	
	


５　事業の実施予定期間
　年　月　日　～　　年　月　日
６　補助金算定調書
                                        （単位：円）
	事 業 区 分
	事業費
	補助金
	補助金算定の基準

	ＣＬＴ建築物

建設支援事業
	
	
	

	ＣＬＴ建築物

設計支援事業
	
	
	

	計
	
	
	


７　責任者・担当者記入欄（代表者印を押印する場合は記載不要）
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	


（注）押印を省略する場合は、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・申請者双方の上席者を宛先として提出すること。

　　

別紙（第３条、第９条関係）
　　　　　　　　　令和元年度 ＣＬＴ建築物支援事業費補助金
に係る仕入れに係る消費税等相当額集計表
（単位：円）　　
	事　　業
主 体 名
	仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額との合計　　　(Ａ)
	補助率
(Ｂ)
	仕入れに係る消
費税等相当額　
(Ａ×Ｂ)
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


 　（注）１　第３条第２項及び第９条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費
 　　　　　税等相当額を減額して申請又は報告する場合、事業主体ごとに内訳を記載する

こと。
 　　　　２　「仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額の合計
 　　　　　額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費
 　　　　　税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除で
 　　　　　きる金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費
 　　　　　税率を乗じて得た金額との合計額を記載すること。
 　　　　３　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、補助対象経費に含まれる消費税及
 　　　　　び地方消費税相当額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として
 　　　　　控除できる金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金
 　　　　　額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記載すること。　
様式第２号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和元年度 ＣＬＴ建築物支援事業変更承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                              　　    第　 　 号
                                                   　 年　月  日
　愛媛県知事　　　　　　　様
                                         住　所
                                 申請者　名　称
　　　　　　　　　　　　　　 　　　      代表者職･氏名　　　        印
　　　　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で、補助金交付決定の通知があった令和元年度ＣＬＴ建築物支援事業を、下記のとおり変更したいので、令和元年度ＣＬＴ建築物支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により、その承認を申請します。　
記
（注）
１．記の記載要領は、補助金交付申請書の様式に準ずるものとし、その場合、「事業の目的」を「変更の内容及び理由」とすること。
２．本申請は、変更前（上段）と変更後（下段）の欄を設けて内容が容易に対比できるように作成すること。　
３．責任者・担当者記入欄（代表者印を押印する場合は記載不要）

	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	


（注）押印を省略する場合は、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・申請者双方の上席者を宛先として提出すること。

 様式第３号（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　
令和元年度 ＣＬＴ建築物支援事業中止（廃止）承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　
                                              　　    第　 　 号
                                                   　 年　月  日
　愛媛県知事　　　　　　　様
                                         住　所
                                 申請者　名　称
　　　　　　　　　　　 　　　　　　      代表者職･氏名　　　        印
　　　年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で、補助金交付決定の通知があった令和元年度ＣＬＴ建築物支援進事業を中止（廃止）したいので、令和元年度ＣＬＴ建築物支援事業費補助金交付要綱第６条の規定により、その承認を申請します。
記
１　事業の中止（廃止）の理由
２　中止の期間（廃止の時期）
３　責任者・担当者記入欄（代表者印を押印する場合は記載不要）

	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	


（注）押印を省略する場合は、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・申請者双方の上席者を宛先として提出すること。

様式第４号（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和元年度 ＣＬＴ建築物支援事業遂行状況報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                              　　    第　 　 号
                                                   　 年　月  日
　愛媛県知事　　　　　　　様
                                         住　所
                                 報告者　名　称
　　　　　　　　　　　　 　　　　　      代表者職･氏名　　　        
　　　年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった令和元年度ＣＬＴ建築物支援事業の遂行状況について、令和元年度ＣＬＴ建築物支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり報告します。
記
	総事業費（円）
	１０月３１日までに

完了したもの
	１１月１日以降に

実施するもの
	備考

	
	事業費（円）
	進捗割合（％）
	事業費（円）
	事業完了

予定年月日
	

	
	
	
	
	
	


様式第５号（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　年度 ＣＬＴ建築物支援事業繰越承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　
                                              　　    第　　　号
                                                   　 年　月  日
　愛媛県知事　　　　　　　様
                                         住　所
                                 申請者　名　称
　　　　　　　　　　　　　 　　　　      代表者職･氏名　　　        印
年　月　日付け愛媛県指令　　第　　号で、補助金交付決定の通知があった　　年度ＣＬＴ建築物支援事業について、事業の年度内完了が困難となったので、事業の繰越を承認されたく関係書類を添えて申請します。
記
　
１　繰越の理由
２　事業費総括表

（単位：円）

	事 業 区 分
	事業費
	負 担 区 分
	備　考

	
	
	県補助金
	その他
	

	ＣＬＴ建築物

建設支援事業
	
	
	
	

	ＣＬＴ建築物

設計支援事業
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


注（1）「事業費」は、消費税額を含めた額を記載すること

　（2）上段に全体額、中段に年度内執行額、下段に繰越額を記入すること。

３　事業の計画

　　事業実施要領第２の２に規定する事業計画書を添付すること。

なお、添付書類のうち事業計画承認申請時と変更のないものは省略できる。
４　収支予算書
　(1) 収入の部

                                       （単位：円）
	区　　分
	予　算　額
	摘　　要

	県補助金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


 (2) 支出の部

　　　　　　　　　　　　　　　　                        (単位：円)
	事 業 区 分
	予　算　額
	摘　　要

	ＣＬＴ建築物

建設支援事業
	
	

	ＣＬＴ建築物

設計支援事業
	
	

	計
	
	


５　事業の実施予定期間

　年　月　日　～　　年　月　日
６　添付書類

　（１）事業繰越理由書
　（２）行程表
　（３）その他、知事が必要と認める書類
７　責任者・担当者記入欄（代表者印を押印する場合は記載不要）
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	


（注）押印を省略する場合は、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、電子メールにより県の担当者及び県・申請者双方の上席者を宛先として提出すること。

様式第５号（第８条関係）添付書類
事 業 繰 越 理 由 書
	事業区分
	事業概要
	計画期間
	事   由

	
	
	
	


様式第５号（第８条関係）添付書類　　
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様式第６号（第９条関係）
　年度 ＣＬＴ建築物支援事業実績報告書
                                              　　    第　 　 号
                                                   　 年　月  日
　愛媛県知事　　　　　　　様
                                         住　所
                                 報告者　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　 　　      代表者職･氏名　　　        印
  　　年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった年度ＣＬＴ建築物支援事業の実績について、   年度ＣＬＴ建築物支援事
業費補助金交付要綱第９条の規定により、関係書類を添えて報告します。
記
１　事業の実績                                                        
２　事業費総括表

（単位：円）

	事 業 区 分
	事業費
	負 担 区 分
	備　考

	
	
	県補助金
	その他
	

	ＣＬＴ建築物

建設支援事業
	
	
	
	

	ＣＬＴ建築物

設計支援事業
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


注（1）「事業費」は、消費税額を含めた額を記載すること

　（2）補助金交付要綱第8条第2項の規定により補助金を減額して報告する場合は、減額した額を備考欄に記入すること

３　収支精算書
　(1) 収入の部　                                       （単位：円）
	区　　分
	決　算　額
	摘　　要

	県補助金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


(2) 支出の部　　　　　　　　　                        (単位：円)
	事 業 区 分
	決　算　額
	摘　　要

	ＣＬＴ建築物

建設支援事業
	
	

	ＣＬＴ建築物

設計支援事業
	
	

	計
	
	


４　事業の実施期間
　年　月　日　～　　年　月　日
５　補助金算定調書

                                        （単位：円）
	区　　分
	事業費
	補助金
	補助金算定の基準

	ＣＬＴ建築物

建設支援事業
	
	
	

	ＣＬＴ建築物

設計支援事業
	
	
	

	計
	
	－
	


６　責任者・担当者記入欄（代表者印を押印する場合は記載不要）
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	


（注）押印を省略する場合は、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、
電子メールにより県の担当者及び県・報告者双方の上席者を宛先として提
出すること。

７ 添付書類

事業内容を説明する資料

（注）事業実施要領第２の２に規定する「事業計画書」の様式に準じるものとし、その場合「実績報告書」とすること。なお、添付書類のうち事業計画承認申請時と変更のないものは省略できる。
様式第７号（第９条関係）
年度　ＣＬＴ建築物支援事業費補助金
に係る仕入れに係る消費税等相当額報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　 　 号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月  日　
　愛媛県知事　　　　　　　様
                                         住　所
                                 報告者　名　称
　　　　　　　　　　　 　　　　　　      代表者職･氏名　　　        印
　  年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定のあった、令和元年度ＣＬＴ建築物支援事業費補助金について、    年度ＣＬＴ建築物支援事業費補助金交付要綱第９条第３項の規定により、次のとおり報告します。
記
	 1
	補助金交付要綱第９条の規定による補助金の額の確定額
（ 年 月 日付け第　号による額の確定通知額）
	金　　　 　円

	 2
	補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額
	金　　　 　円

	 3

	消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額      
	金　　　 　円

	 4
	補助金返還相当額（３－２）
	金　　　 　円


責任者・担当者記入欄（代表者印を押印する場合は記載不要）
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	


（注）
１．事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。
２．押印を省略する場合は、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、
電子メールにより県の担当者及び県・報告者双方の上席者を宛先として提出
すること。
様式第８号（第11条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和元年度 ＣＬＴ建築物支援事業費補助金精算払請求書
　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                              　　    第　 　 号
                                                   　 年　月  日
　愛媛県知事　　　　　　　様
                                         住　所
                                 請求者　名　称
　　　　　　　　　　　 　　　　　　      代表者職･氏名　　　        印
年　月　日付け愛媛県指令　第　　号で、交付決定の通知があった     年度ＣＬＴ建築物支援事業費補助金について、      年度ＣＬＴ建築物支援事業費補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり請求します。
記
一金　　　　　　　　円也
　　        内  訳  　交付決定通知額      金　　　　　　　円也
    　　      　　  　 
責任者・担当者記入欄（代表者印を押印する場合は記載不要）
	本件責任者（職氏名・連絡先）
	

	　　担当者（職氏名・連絡先）
	


（注）押印を省略する場合は、本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、
電子メールにより県の担当者及び県・請求者双方の上席者を宛先として提出
すること。

様式第９号（第15条関係）
財産管理台帳
事業実施主体名：　　　　　　　　　　
	番号
	事業年度
	財産名
	規格・種類
	数量
	単位
	取得
	処分制限期間
	処分の状況
	事業実施主体
住所・氏名
	備考

	
	
	
	
	
	
	単価（円）
	取得金額（円）
	年月日
	耐用年数
	処分制限年月日
	処分
年月日
	処分後の対応
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


（注）事業実施主体が５０万円以上（消費税込み）の備品等の財産を取得した場合、「処分制限期間」の欄も記入するものとする。

１４

